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〔論 文〕 
能力主義化する人事制度と組織人の心情 (7) 




(1) 企業の経営状況 (2000年までの予想) 
表224に見るように, 組織人 (サラリーマン) と
企業で企業の経営状況に関する認知に差はない｡ 
 
表224 企業の経営状況 (2000年までの予想) 
  サラリーマン  企 業 
1 急成長していく 8 .9%  2 .5% 
2 まずます成長していく 260 30.2  119 32.2 
3 現状のままでいく 368 42.7  141 38.1 
4 やや衰退する 164 19.0  51 13.8 
5 かなり衰微する 43 5.0  14 3.8 










  サラリーマン  企 業 
自信満々 (76点以上) 1 132 15.3%  59 15.9% 
まずまず (66－75点) 2 226 26.2  119 32.2 
平均なみ (51－65点) 3 229 26.6  89 24.1 
問題山積 (50点以下) 4 206 23.9  67 18.1 
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表226 ｢あなたの会社の人事制度上で問題がある (改訂が必要だ) と思っておられる制度はどういうものですか｣ 
(複数回答 ％) 
  サラリーマン 企業 
1 人事考課方法 56.6 ①  63.2 ① 
2 昇進昇格階梯 39.3 ②  35.9 ④ 
3 賃金・賞与規定 32.3 ③  50.3 ② 
4 退職金規定 24.0 ⑤  34.6 ⑤ 
5 職能資格制度 26.4 ④  44.3 ③ 
6 役職・資格ポストに関わる組織変更 20.9   20.5 ⑨ 
7 複線人事制度 (ライン管理職と専門職を分けるもの) 20.6   27.3 ⑥ 
8 複線人事制度 (経営幹部昇進を可能とする総合職と他を分けるもの) 10.8   13.0  
9 複線人事制度 (転勤のあるなしで分けるもの) 8.4   9.2  
10 定年制度 12.0   10.5  
11 役職定年制度 18.2   24.6 ⑧ 
12 出向・転籍規定 17.1   12.4  
13 採用方針・区分・時期 16.4   12.7  
14 福利厚生制度 17.2   16.2  
15 配転・転勤規定 12.0   5.7  
16 海外人事規定 7.4   10.8  
17 キャリアに関わる教育制度 19.0   27.3 ⑥ 
18 職掌・職種区分の変更 8.2   10.8  
19 その他 1.0   2.4  
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 表227 改訂を望む理由 (複数回答 ％) 
  サラリーマン 企業 
12 業績低迷の中で頑張る社員の業績への貢献に報いるようにようにして
ほしいから｡ 34.6 ①  41.9 ④ 
1 個人の能力がばらついてきているので, それに対応し個人差がつく人事
を行ってほしいから｡ 34.2 ②  44.3 ② 
2 社員の価値観・行動様式が多様化し, 多様な処遇を求めるようになって
いるので対応してほしいから｡ 33.9 ③  42.5 ③ 
4 年功主義の弊害が目立つので, 能力主義, 実績主義を徹底するようにし
てほしいから｡ 31.9 ④  67.7 ① 
5 人材不足が目立つので, 人事制度を能力開発の刺激になるようにしてほ
しいから｡ 30.0 ⑤  17.6  
6 今の制度では優れた人材を確保できないし, 流出も防げないから｡ 20.8 ⑥  25.5 ⑥ 
17 会社の業態・業務が大きく変わった状態に対応するようにしてほしいか
ら｡ 15.9 ⑦  7.9  
9 旧来の制度が作られてから時間がたち, 古くなってしまっているから｡ 15.1 ⑧  23.5 ⑦ 
7 女性の活用が進むようにしてほしいから｡ 13.9 ⑨  10.0  
8 高齢者を社内で活用するようにしてほしいから｡ 13.3   12.0  
15 現場に近いところで働く人を優遇するようにしてほしいから｡ 10.8   3.5  
3 労務費が経営を圧迫するようになっているので, それを避ける仕組みに
してほしいから｡ 9.8   29.9 ⑤ 
13 国際化時代にふさわしいものにしてほしいから｡ 9.0   12.9  
14 ポスト不足が解消されるようにしてほしいから｡ 9.0   8.8  
10 労働組合からの人事制度改定の要望を聞いてほしいから｡ 6.8   8.8  
11 同業他社など世間での人事制度改定の動きに合わせてほしいから｡ 4.8   10.3  
16 再就職がスムースに進むようにしてほしいから｡ 4.0   2.6  
18 その他 7.1   4.7  
 
 表228 人事考課結果の察知方法 (複数回答) 
  サラリーマン 企業 
1 上司が公式に教える 157人 18.2％  109社 29.5％ 
2 上司が非公式に教える 144 16.7  38 10.3 
3 給与明細や昇給で知る 530 61.6  255 68.9 
4 社内の噂で知る 35 4.1  7 1.9 
5 昇格・配置転換などで知る 187 21.7  73 19.7 
6 労働組合を通じて知る 47 5.5  18 4.9 
7 その他の方法で知る 23 2.7  20 5.4 
































表229 人事考課の改善に必要なこと (複数回答：両者ともにある選択肢のみ) 
  サラリーマン 企業 
4 部下を評価する上司の部下評価訓練が適切に, 頻繁に行われること 64.2％  75.1％ 
11 ローテーションを頻繁にしていろいろな上司に評価させること 36.6  32.2 
1 全社員の人事情報の精緻なデーターベース化, 情報システム化が進むこ
と 26.6  48.1 
12 管理職の異動を頻繁にしていろいろな部下を見させること 25.2  26.8 
8 人事権限をできるだけ現場におろしていくこと 22.1  29.2 
5 主要企業の間で, 人事考課の方法について徹底的な議論と情報交換を行
う場があること 19.6  5.4 
7 社内試験制度を充実させて, 社員の能力チェックが頻繁にできるように
すること 18.7  20.0 
3 上司が部下と同期の社員の成績を入手し, それと部下の成績とを比較検
討できるようにすること 16.6  6.2 
10 個人の自己啓発の状況をできるだけ会社に報告させ, 把握すること 15.6  17.8 
6 公的な資格制度がもっと充実し, それらの資格をとれる人かどうかを会
社で参考にできるようになること 12.9  7.8 
9 人事をできるだけ本社で直轄し, 第三者の目でチェックしていくこ 8.1  4.9 
 
第14章 平成不況と組織人 
続けて, 平成不況下の組織人 (サラリーマン) 
の会社への心情を調査した結果を見てみよう(1)｡ 
ここで集計対象 (有効回答) サンプルの性格
はつぎの通りである (詳しくは注 (1) を参照さ
れたい) 
① 企業の業種は, 製造業が半数だが, 小売



















理, 外交営業, 購買・資材, 商品企画・市場
開発, 経理・財務, 労働組合専従, 技術を対
象とする｡ 
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⑤ 回答者の 7 割が大学以上の最終学歴をも
っていた｡ 45.5％は法律経済経営系の大学
学部卒業者で, 大企業ホワイトカラーの典











1  平成不況の影響 
(1) 平成不況の企業, 事業所, 職場への影響 
今回の不況の影響は, かなり深刻だと受け止
められている｡ 会社全体へかなり深刻な影響が








表230 ｢今回の不況の影響は, 貴社および 







かなり深刻 38.8 28.1 16.8 
やや深刻 45.0 49.1 43.4 
あまり影響なし 14.7 18.8 35.3 
むしろ成長 1.5 1.8 3.9 




























従業員規模は 1 万人以上 (31.2％) に多い｡ 
会社全体で1990年以後,  2 割以上の人員削減
があったというサラリーマンが23.0％であり, 
自分の職場 (部課) でも19.5％のサラリーマン
が,  2 割以上の人員削減があったとしている｡ 
とくに常用従業員が 1 万人以上の巨大企業の












 2 割以上の削減 23.0 19.4 19.5 
 2 割未満の削減 45.2 43.4 38.7 
もとの人員維持 25.5 28.0 32.0 
増員 6.1 7.3 9.1 
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あろうが, 出向や転勤など企業内・企業グルー
プ内移動が行われている｡ 同じ職場の者が出向









出向を命じられた 4.5% 43.3% 
未経験の仕事に配置転換になった 7.9 36.0 
予想のしない事業所間配転があ
った 3.2 22.7 
数値責任など厳しい責任を問わ
れるようになった 15.5 16.2 
年俸制が導入された 8.4 12.0 
降格を命じられた 0.8 11.1 
指名や肩たたきで解雇された 0.1 9.0 
退職を勧奨されたが受けなかった 1.0 6.7 




























ては, 同じ職場の仲間全体については 1 万人以
上の巨大企業で22.5％が導入を指摘し, 自分に
ついては, 金融業で, 年俸制が導入されたとし










サラリーマンの方が多く,  4 割になる (39.4％)｡ 
とくに小売業に, 減量のみで経営者には知恵










そして34歳以下の社員では38.6％と,  4 割に
なる｡ 
 
表233 将来性のある, 成長できる企業への改革を 










8 経営者が保守的で沈滞している 19.9 
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のは, 金融 (53.6％)｡ いままで規制で守られて
きた金融にも, それが企業成長の足かせになっ
ているとの認識は強い｡ 





(45.6％, 50.0％)｡ 業務上, 直接顧客に接するこ
とが多いためだろう｡ またこれらの二業種では, 
経営者が力不足で戦略が出せないでいるとの批


























4 残業が減り, 生活に余裕ができた 5.6 
 












は商社 (62.8％), 製造 (56.9％)｡ 
主要職掌別にも差がある｡ 人事・教育 (その
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ない｣  という指摘は商社に多かった  (その












い (その30.8％)｡ ここでいう管理職とは, 同僚
の部長のことを指しているのか, 部下の課長層









摘)｡ 職掌では ｢数字に与る｣ 経理・財務にこの





という意見は, 人事・教育 (その28.0％), 商品
企画・市場開発 (その28.9％) に指摘が多い｡ 
(6) 不況と ｢日本的経営｣ 
今回の不況とそれへの対応の遅れやまずさの
原因として, しばしば俗論では ｢日本的経営｣ 
がよくないのでその抜本改革が必要だという議
論が行われる｡ 






























*1 を100, *2 を50, 
*3 を 0, 無回答を
50として平均 
(3) 年功昇進 41.5 51.2 5.8 1.6 67.0 
(2) 年功賃金 25.5 63.2 10.2 1.2 57.0 
(1) 終身雇用慣行 7.0 58.4 32.5 2.1 36.2 
(4) 企業内組合との安定した労使関係 10.5 43.4 43.2 2.9 32.2 
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なく (問題視指数56.7), 商品企画・市場開発 
(75.0), 経営企画・調査 (71.4), 人事・教育 (71.0), 
経理・財務 (71.3) に問題視意識が強い｡ 










ない (問題視指数27.3) が, 対照的に問題とし
ている職掌は, 商品企画・市場開発 (43.4), 経
理・財務 (42.6), 店頭営業・店舗管理 (41.0) で
ある｡ 
企業内労使関係安定を問題視する者が比較的
多いのは, 経営企画・調査 (問題視指数42.9), 
商品企画・市場開発 (39.4) で, 労働組合専従 

























成長軌道に復帰 47 5.7% 
成長・低迷を繰り返す 383 46.4 
長期低迷の可能性大 348 42.2 
わからない 39 4.7 










 表239 人材投資の基本的な見通し (問 9 ) 
積極的な人員増加策 1 21 2.5% 
小規模な人員増 2 86 10.4 
現状の人員を維持 3 172 20.8 
少しずつ人員減 4 437 53.0 
大幅に人員減 5 99 12.0 










と平均91.6 (標準偏差15.9) で, 今から 1 割近く
減量をする予想をしている｡ 
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対個人サービスだけが増加を予想し (平均
107.1), 以下 , 商社  (95.9), 小売  (92.8), 金融 
(91.3), 製造 (89.7) となり, 製造業のサラリー
マンがもっとも大幅な減量を予想している｡ 
また, 大企業ほど, より大幅な減量を予想し










階層を少なくする 545 66.1％ 
1 本社をできるだけ小さくしてい
く 488 59.2 
4 分社化を進め, グループ経営を
目指す 301 36.5 
2 工場など現業部門を別会社化し
てゆく 184 22.3 
7 同業他社を吸収合併する 129 15.6 
5 できるだけ多くの仕事を国内の
外注に任せる 122 14.8 
6 できるだけ多くの仕事を海外に
任せる 97 11.8 
8 異業種他社を吸収合併する 76 9.2 
9 同業他社に吸収合併される 53 6.4 
10 異業種他社に吸収合併される 23 2.8 
 
職掌間で将来性に差がある｡ 
企画, 営業, 国際は充実, 総務, 人事を縮小, 




 表241 職務別の変化の見通し (複数回答 ％) 










10 商品企画・市場開発 49.5 8.8 3.3 4.7 8.7 
6 外交営業 42.7 11.4 7.2 4.8 11.5 
17 研究・技術 35.8 13.8 3.6 7.8 11.3 
1 経営企画・調査 34.4 18.1 2.2 4.2 26.3 
8 海外営業・海外生産管理 33.1 13.7 5.6 6.2 12.4 
5 店頭営業・店舗管理 18.2 11.4 17.3 6.7 16.0 
13 法務・特許 17.6 14.7 5.1 14.5 14.2 
4 支店代理店関連会社管理 11.1 24.7 6.1 6.2 21.2 
9 貿易事務 9.2 12.7 6.1 11.4 20.7 
7 購買・資材 7.5 17.8 3.8 8.5 37.6 
18 生産技能, 現場作業, 物流 6.9 13.1 17.7 25.1 23.6 
11 事務処理・事務センター 1.5 8.4 12.4 20.4 59.2 
12 物流 2.9 7.0 13.1 35.3 29.7 
14 経理・財務 6.2 19.6 5.8 4.8 50.5 
3 人事労務・教育訓練 15.2 26.7 5.7 18.9 22.2 
2 総務・広報 5.5 37.8 8.8 10.1 27.2 
15 労働組合専従 4.7 39.4 4.8 0.4 9.3 
16 その他の事務・営業職掌 5.0 22.5 13.1 7.5 33.9 
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1 経営企画・調査 6.4 9.1④ 15.4⑤ 7.7② 
2 総務・広報 4.3 5.6 9.9 4.0 
3 人事労務・教育訓練 6.8④ 7.9 14.7 6.1③ 
4 支店代理店関連会社管理 3.7 2.9 6.6 4.8 
5 店頭営業・店舗管理 10.2② 8.9⑤ 19.1④ 3.8 
6 外交営業 16.8① 18.0① 34.8① 6.9① 
7 購買・資材 5.4 7.1 12.5 4.3 
8 海外営業・海外生産管理 3.8 3.4 7.3 6.4⑤ 
9 貿易事務 3.1 1.7 4.7 1.1 
10 商品企画・市場開発 7.0 8.2 15.2③ 6.5④ 
11 事務処理・事務センター 5.5 5.4 10.8 2.2 
12 物流 3.1 2.4 5.5 2.0 
13 法務・特許 1.4 2.3 3.7 2.2 
14 経理・財務 5.7 6.9 12.6 2.2 
15 労働組合専従 4.8 7.5 12.4 1.8 
16 その他の事務・営業職掌 8.4③ 12.4③ 20.8② 4.2 
17 技術系職掌 6.6⑤ 13.0② 19.6③ 1.3 
18 生産技能, 現場作業, 運転 6.5 4.5 11.0 1.7 










経験した職掌数は,  1 が31.1％,  2 が31.1％,  3 が





従来の ｢典型的サラリーマン｣ である ｢男性基
幹労働力｣ の比重が下がってきている (女性の
登用, 外注化, 非正社員化) 
 
表243 今の職務の 5 年間の変化 (複数回答) (問22) 
8 コンピュータ化が進んだ 595 72.1% 
4 女性社員の, より難しい仕事への登
用が進んだ 204 24.7 
1 外注化が始まった・強化された 189 22.9 
3 臨時雇・パートタイマ・アルバイト
学生に任せるようになった 186 22.5 
2 人材派遣会社に任せるようになった 172 20.8 
5 中途採用が増加した 105 12.7 
6 契約社員の活用が進んだ 146 17.7 
7 外国人社員の活用が進んだ 29 3.5 
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る), 人事・教育, および技術｡ 
 
 

















 行% 行% 行% 行% 行% 行% 行% 
経営企画・調査 17.1% 22.9% 14.3% 20.0% 5.7% 20.0% 77.1% 
人事・教育 30.0% 22.0% 8.0% 32.0% 16.0% 10.0% 78.0% 
店頭営業・店舗管理 13.4% 11.9% 65.7% 22.4% 11.9% 28.4% 43.3% 
外交営業 21.4% 27.8% 23.0% 28.6% 15.1% 19.0% 78.6% 
購買・資材 40.0% 13.3% 13.3% 16.7% 6.7% 16.7% 86.7% 
商品企画・市場開発 15.8% 13.2% 28.9% 34.2% 5.3% 15.8% 78.9% 
経理・財務 13.0% 18.5% 14.8% 29.6% 9.3% 16.7% 70.4% 
労働組合専従 20.5% 13.6% 20.5% 13.6% 11.4% 31.8% 61.4% 
技術系 35.2% 23.1% 12.0% 15.7% 14.8% 13.0% 73.1% 
(外国人社員の活用はどの職掌でも 1 割を上回る指摘がなく, 表示を省略) 
 
(10) 雇用形態の変化 
今後の非正社員化の動きは, 増加, 維持, 減
少と 3 分解である｡ 
自分の職場での非正社員の比率は (問10-2) 
大幅増 30 3.6％
増加 274 33.2 
現状維持 283 34.3 
減少 189 22.9 
大幅減 28 3.4 







表245 現在の職掌別 職場の非正社員の見通し 
 職場の非正社員比率の見通し 
 大幅増 増加 現状維持 減少 大幅減 無回答 
 行% 行% 行% 行% 行% 行% 
現在の職掌 (主要職掌のみ)       
経営企画・調査 5.7% 34.3% 28.6% 31.4%   
人事・教育 2.0% 20.0% 50.0% 20.0% 6.0% 2.0% 
店頭営業・店舗管理 11.9% 47.8% 17.9% 19.4% 1.5% 1.5% 
外交営業 4.8% 34.1% 30.2% 26.2% 1.6% 3.2% 
購買・資材 3.3% 40.0% 33.3% 20.0% 3.3%  
商品企画・市場開発 2.6% 26.3% 23.7% 39.5% 5.3% 2.6% 
経理・財務 3.7% 29.6% 44.4% 20.4% 1.9%  
労働組合専従 6.8% 22.7% 43.2% 25.0% 2.3%  
技術系 1.9% 31.5% 38.9% 24.1% 2.8% .9% 
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 (2) 回答者の産業別の比率はつぎのとおり (％)｡ 
製造業51.0 建設業0.8 商社5.2 小売業12.5 
金融業 (銀行・保険) 13.3 運輸業1.2 電力・ガ
ス・通信1.2 ソフトウエア0.1 対企業サービス
1.3 対個人サービス4.8 その他6.2 NA2.2｡ 
 (3) 回答者の所属企業の常用従業員規模 はつぎの
とおり (％)｡  1 万人以上33.5 3000人以上21.2 
1000人以上29.2 300人以上12.6 100人以上1.1 
100人未満0.4 無回答2.1｡ 集計の軸においては
999人以下を統合したが, その殆どは299－999人
である｡ 常用従業員規模別集計の母数は,  1 万人
以上276人, 3000人－9999人175人, 1000－2999人
241人, 999人以下116人, 無回答17人である｡ 
 (4) 現在の職位は (世間でだいたい言う場合と想定
して), 部長クラス39人, 課長クラス354人, 係
長・主任クラス273人, 一般社員142人, 無回答17
人｡ 
 (5) 経営企画・調査35人, 総務・広報23人, 人事・
教育50人, 支店代理店関連管理14人, 店頭営業・
店舗管理67人, 外交営業126人, 購買・資材30人, 
海外営業・生産管理18人, 貿易事務 4 人, 商品企
画・市場開発38人, 事務処理・センター26人, 物
流 6 人, 法務・特許12人, 経理・財務54人, 労働組
合専従44人, 他の事務営業65人, 技術108人, 生
産・作業・運転29人, その他34人, 無回答42人｡ 
 (6) いままで勉強をしたことがある場所を複数回
答で指摘してもらったところ (％), 職業 (実業) 






大学院36人, 大学 (理工系) 120人, 大学 (法経系) 
375人, 大学 (文教系) 65人, 高専・専門・職業高
校107人, 普通高校96人, 無回答26人｡ 
 (7) 34歳以下207人, 35歳－39歳149人, 40歳－44歳
165人, 45歳－49歳166人, 50歳以上120人, 無回答
18人｡ 
  24歳から65歳までだが, 平均年齢が40.9歳｡ 標
準偏差が7.9歳で, おおむね33歳から49歳の者が
多数を占める｡ 
 (8) 自分の職位について ｢抜擢された｣ と感じる
人3.6％ , ｢まずまず順調｣  32.6％ , ｢平均的｣ 
48.2％, ｢遅れている｣ 14.4％, 無回答1.1％｡ 




(10) 課長クラスで19.2％ , 係長・主任クラスで
12.5％, 一般社員で7.7％と, 明らかに職位に比例
している｡ 
(11) 一般社員でも55.6％｡ 課長クラスでは44.9％, 
部長クラスでは41.0％ 
(12) 一般社員で56.3％, 係長・主任クラスで53.1％, 
課長クラスで40.1％, 部長クラスで35.9％｡ 
(13)  1 万人以上26.4％, 3000－9999人37.7％, 1000－
2999人41.9％, 999人以下48.3％｡ 
(14) ｢従業員増減予想指数｣ で, 製造－38.5, 金融
－38.2, 商社－19.8, 対個人サービス－15.0, 小売
－7.3となる｡ 
(15) ｢従業員増減予想指数｣ で, 労働組合専従は楽
観的で, －14.8にとどまる｡ 
 
(続) 
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